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乳児院と児童養護施設の入所機能、専門性および乳児院の多機能化について 

                    増沢 高（子どもの虹情報研修センター） 

１．乳児院の入所機能、専門性および乳児院の多機能化について 

（１）多様なニーズに応じた入所機能の必要性と高機能化 

子どもと保護者のニーズは多様です。乳児院の場合、身体的な課題を抱えて医療的なケ

アを抱えている乳児もいます。また乳児の段階でも特異なアタッチメント行動やトラウマ

の影響による解離症状等を示す子どもも入所しています。心身の適切なアセスメントのも

と、医療的ケアも含めた専門的ケアが必要で、看護師や心理職等の専門職のいる乳児院の

入所機能はそうしたニーズに応えるために不可欠と思います。 

子どもと保護者のニーズは多様です。多様なニーズにこたえるために、医療的ケアも含

めた集中的なケアを行う形態から小規模な家庭的ケアを行う形態まで、幅の広い多様な形

態が用意されているべきと思います。決まった形態だけに限定することは多様性を踏まえ

た個別的養育を推進していく方向性に逆行すると思います。 

乳児院ではこれまで小規模ケアを進めてきました。小規模ケアは職員と子どもとのアタ

ッチメント形成に有効です。一方で職員の孤立や抱え込みのリスクも指摘されています。

適切にケアが行われるためには、常に養育状況を把握し、それを支える体制が必要です。

乳児院が目指している乳幼児総合支援センターの構想にはセンター拠点機能（本園）とし

て、小規模ケアを支える柱として示しています。拠点機能として示されている内容（スー

パーバイズ、包括的アセスメント、養育の評価、アドボケイト、人材育成、機関連携等）

は、乳児院の専門性の強化（高機能化）を示すものでもあります。同時のこの機能は里親

養育へのフォスタリング機能としても貢献できると考えます。 

（２）乳児院の多機能化によって貢献できる市町村の在宅支援の充実・強化 

こうした乳児院の専門性は、社会的養護児童にとどまらず、地域の要支援・要保護児童

の支援にも貢献できると考えます。すでに乳児の一時保護はすべての乳児院で行われてい

ますが、その数は増加しています。さらに乳幼児総合支援センターの構想では、地域の予

防的支援機能と位置づけ、妊産婦等生活援助事業などを活用し、市町村で在宅支援の対象

となっている乳児のショートステイや母子への支援等を始めています。 

市町村ではこども家庭支援センターの設置が努力義務となり、現在８５％以上が設置済

みとなっています。子ども家庭センターが求められているのは支援の充実、強化です。特
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に周産期からの早期支援は、虐待の重症化や乳児死亡を予防するうえで極めて重要です。

乳児院の専門性は、こうした地域の周産期支援において、貢献できるところが大きいと考

えます。特に一時保護やショートステイを利用による緊急保護、そして生活場面を通した

行動観察を踏まえた包括的なアセスメントを提供できることは乳児院の大きなメリットと

考えます。暮らしと結び付けた子どもの理解（アセスメント）を保護者や保育園等の身近

な支援機関に伝え、共有すること、さらには要対協の構成機関に届けることは、子どもの

理解を深め、適切な対応につなげる上で非常に有益なものとなるはずです。 

さらに予防的支援を強化するために、母子一体の一時保護やショートステイを可能に

し、推奨すべきと考えます。母子一緒のショートステイは既に可能ですが、一時保護もそ

れを可能にしてほしいと思います。もちろん親子分離が必要なケースはあります。しかし

そこまではいかずとも親子関係構築が困難なケースについては、母子一体で保護すること

が望ましいと考えます。その理由は、第 1 に乳児にとって親子分離による心的影響を回避

できること、第 2 には、暮らしの場面と結び付けた親子の関係性のアセスメントが可能と

なり、親子関係構築に向けた支援にとって極めて有効ということです。 

英国では、その実践が行われています。ロンドンにあるファルコン・グローブ家族アセ

スメントセンターはその一つです（増沢他（2019）イギリスの児童福祉制度視察報告書．

子どもの虹情報研修センター）。英国ではソーシャルサービス（日本での児相にあたる）

が乳児の代替ケアを必要と判断し場足、すべて家庭裁判所に申し立てをします。裁判所は

暫定処置として、一定期間親子のアセスメントに時間をかけ、その妥当性の根拠としま

す。そこでこの施設を利用します。親子で入所し、職員から沐浴や授乳等の養育スキルを

教わりながら、職員と共に子育てし、親子関係の構築を目指します。同時に、親子関係の

アセスメントを行い、親子が今後も一種に暮らしていけるかの検討をしていきます。入所

期間は約 3 か月です。親子の生活に寄り添い、親の姿勢や親子関係を把握できることで、

親子分離の必要性の根拠が明確になる一方、どのような支援があれば在宅で可能なのかも

見えてきます。このことはその後の在宅支援の有効性を上げることにつながります。裁判

所は、こうしたアセスメント結果を踏まえて、審判をおこないます。現状では、申し立て

したケースの３分の２が在宅支援を可能にしているそうです。丁寧かつ有効な方法と思い

ます。 

日本でも、リスクのあるケースに対して親子分離をすぐにきめるのではなく、こうした

親子一緒の支援とアセスメントを実施した上で、社会的養護の必要性を検討すべきと思い

ます。一部の乳児院で、一時保護ケースについて、児相の理解と協力のもと、保護者が宿
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泊できる試みを始めています。親子関係がよくつかめ、関係性のアセスメントおよび親子

関係の構築に有効との実感があるとのことです。特定妊婦の中には妊娠、出産して里帰り

ができず、退院後親子だけで暮らさざるを得ない保護者が少なくありません。こうした取

り組みは保護者にとっては里帰りのような機能をもち、その後も信頼して支援を受ける機

関として機能する可能性を高めると思います。母子生活支援施設の一部でもそうした取り

組みが始まっています。しかし乳児院、母子生活支援施設全体の中ではごく一部です。是

非全国に広めてほしいと思いますし、乳児院はこのことに大きく貢献できると思います。 

 

２．児童養護施設の入所機能、および乳児院の機能強化、専門性について 

（１）子どものニーズの多様性に応じた入所体制 

子どものニーズは年齢を増すほどにより多様になると思います。現在子どもの意見表明

事業が始められていますが、活動が進むほどにその多様さが鮮明になると思います。ゆえ

に児童養護施設は、乳児院以上に子どものニーズに対応した多様な形態を用意すべきと思

います。施設に入所する子どもは、重い課題を抱えている子どもが多数です。アタッチメ

ントの阻害や複雑性トラウマは、人間や周囲への不信や恐怖を強くし、攻撃や解離といっ

た行動を示しやすく、セルフコントロールも難しくさせます。こうした子どもたちへの対

応の難しさは、これまでの検討会で繰り返し確認されてきました。彼らに安全で安心でき

る暮しを提供するためには、不安や恐怖につながる刺激を取り除いた物理的環境や手厚い

人的環境を用意する必要があります。そうしたいわば治療的な体制から、小規模かつ家庭

的な養育体制、地域の中に位置づけられた地域小規模養育体制など、子どもの状態やニー

ズに合わせて柔軟に利用できるようにすることが望ましいと思います。どのような体制が

望ましいかは、子どもの状態によって異なり、どの体制も子どもによってメリットにもデ

メリットにもなりえると考えます。適切なアセスメントを踏まえた適切な支援体制の選択

が必要です。 

一つの例として英国の施設の取り組みがあります。英国の社会的養護の 7 割は里親養育

が占めますが、多機能型の入所施設がいくつかあります。そのひとつがファイブリバーズ

です（増沢他（2019）イギリスの児童福祉制度視察報告書．子どもの虹情報研修センタ

ー）。ここはセラピーと治療教育を行う治療型ケアユニット、複数のグループホーム（単

独、グループ、緊急保護専用など）、フォスタリング機関、それに支えられた多数の里親養

育によって構成された多機能型総合施設です。状態の重い子どもは治療型ケアユニットが
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優先され、回復度や健康度に応じて、グループホームや里親養育に移行していく流れで

す。移行期のケアも組織内で行われるため、情報や関係性の引継ぎ、それまでにかかわっ

た支援者との交流もしやすく、支援の継続性や連続性を保てるメリットがあります。オフ

ステッド（評価機関）の評価も高く、里親不調の減少、登校の継続等による安定した暮ら

しを可能にしているようです。 

（２）自立支援と予防的支援の両立による地域の早期支援と重症化防止の必要性 

日本の虐待対応は、市町村（こども家庭センター）と都道府県（児童相談所）の二重構

造で行われています。こども家庭センターには支援の充実、強化が求められていますが、

市町村間で格差があるのが現状です。全体としては専門職の配置も含め、充分な支援体制

や支援の質を担保するまでには至っていない状況です。十分な支援ができていない状況

は、見守りと称して放置されている実態も生み出しています。実際、社会的養護が必要に

もかかわらず、施設や里親につながれない子どもたちが多数おり、そうした子どもたち

が、家を出て繁華街でさまよって危険な目にあったり、18 歳以降になって初めて自立支援

事業等の対象になるなどといったことが起きています。 

日本の社会的養護児童数は全こども人口の約 0.2％で、欧米に比べてはるかに低く（欧

米はその 3 倍から 5 倍）、社会的養護を必要とする子どもたちをつなげ切れていない可能

際は大きいと考えます。懸念するのは、そうしたケースがつながれた場合、現在の社会体

養護体制のキャパシティでは対応できないという点です。現に都市部の児童相談所の一時

保護所は、定員を増やしても満床状態で、措置する先が見つからない事態が発生していま

す。キャパシティを広げるためには、里親を増やしていく方針のみではかなわないと思い

ます。ファイブリバーズのような多機能型施設の増設も必要と思います。 

（２）地域の予防的支援への貢献、および自立支援と周産期支援を重ねた支援の必要性 

市町村の支援体制が不十分で、見守りと称して支援の手が届いていない状況があれば、

虐待の重症化につながってしまいます。現に児相に保護され、児童養護施設等に入所する

段階では、子どもたちの心身に大きな影響を抱えている状況です。喫緊に取り組むべきは

こども家庭支援センターの支援機能が充実強化され、支援が必要なケースには速やかに支

援を行い、重症化を防ぐことです。 

児童養護施設も、乳児院同様、委託一時保護やショートステイを行って、地域の支援に

貢献する施設が増えてきています。こうした施設の取り組みは、施設のある市町村のこど

も家庭センターの支援機能の充実・強化に貢献しています。施設に併設された児童家庭支
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援センターが増加しているのもこうした背景からと思います。国はこの流れをさらに後押

しすべきと思います。そして児童養護施設も乳児院同様、一時保護者ショートステイの際

に、単に生活の提供にとどまるのではなく、それまで培ってきた専門性を活かし、生活場

面を通した行動観察による気づきや理解（アセスメント）を、こども家庭センターおよび

保育園や学校等の身近な支援機関に届けるべきと思います。市町村での支援の充実・強化

に必ず貢献するはずです。 

また児童養護施設は自立支援事業を強化し、これまで以上に子どもの自立を長期に支援

するようになりました。自立支援は地域での生活支援、就労支援にとどまりません。妊

娠、出産といった周産期支援にもかかわります。つまり若者によっては自立支援と周産期

早期支援とを重ねた支援が必要になるということです。こうした若者は今後増加すると思

います。そのように考えると、自立支援においても、こども家庭センターをはじめ、乳児

院、母子生活支援施設、その他関係機関と連携、協働した支援体制を地域レベルで構築す

る必要があります。国はこうした体制の構築に向けて、虐待防止対策課とも協働して取り

組んでほしいと思います。 
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